
13 

協会 ニュース 

岐阜県恵那市は、岐阜市から電車で１時間半あまり移動し

た場所にあり、日本列島の中心部に位置しています。山紫

水明の豊かな自然に恵まれたのどかな場所で、人口は５万

人弱と決して大きな自治体ではありませんが、市民サービ

スの向上のため、岐阜県の地方銀行である十六銀行と様々

な自治体ＤＸの取り組みを進めています。 

例えば、スマホアプリ「エーナPay」は、これまで紙で取

扱っていた地域振興券を電子化したものです。これにより

紙の地域振興券ではできなかった１円単位での利用ができ

るようになったうえ、加盟店や恵那市商品券事業実行委員

会にとっても、使用済み振興券の集計作業が軽減するな

ど、ペーパーレス・事務効率化に大きく寄与しています。 

このほかにも、恵那市と十六銀行は、市役所における各種

手数料のキャッシュレス化を早期から導入したり、観光客

向けにスマホの位置情報と連動したデジタルマップを提供

したりなど、多方面からデジタル化に取り組み、サービス

の向上を図っています。 

詳細は、当協会ホームページ掲載の「地方創生事例集」

（https://www.chiginkyo.or.jp/regional̲ban 

ks/initiative/creation/）をぜひご覧ください。  

当協会は、2010年度より、地方銀行における「地域密着

型金融」に関する取り組み状況について情報発信していま

す。 

９月18日、2023年度における、①創業・新事業支援、②

ビジネス支援、③事業承継支援、④経営改善支援に関する

地 方 銀 行 の 取 り 組 み 状 況 を 公 表 し ま し た（https://

www.chiginkyo.or.jp/regional̲banks/initiative/commu 

nity̲based/）。 

地域経済を取り巻く環境は、構造的な人口減少や少子高齢

化、人手不足、原油・原材料等の資源価格の高騰など、大

変厳しい状況が続いています。地方銀行は、資金面に加

え、各種マッチングやM&A等のコンサルティング機能の提

供により、お客さまのビジネスや経営改善等を支援してい

ます。 

2023年度、地方銀行では、企業育成ファンドへの出資残

高（前年度比23.7％増）、人材マッチングの成約件数（同

17.0％増）、事業承継の支援先数（同8.4％増）等が増加し

ました。こうした取り組みに注力することで、地方銀行

は、お客さまに寄り添い、地域における様々な課題を解決

し、持続可能な地域社会の形成に貢献しています。 

当協会は、今後も年１回、取り組み状況を公表していく予

定です。 

地方銀行における「地域密着型金融」に関する取り組み状況を公表しました 

「地方創生事例集」に記事を追加しました  
   ――  人口５万人弱の自治体が取り組むDX（岐阜県恵那市×十六銀行）   

▲ 恵那市と十六銀行の協定締結式および記者発表。 

十六銀行提供。 

▲ エーナPayの利用方法。恵那市ホームページ（https://www.city.ena.lg.jp/

index.html）より。 

https://www.chiginkyo.or.jp/regional_banks/initiative/creation/
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  日本太陽エネルギー学会で講演をしてきました 

2024年８月27日に開催された日本太陽エネルギー学会

の地域脱炭素部会 設立記念講演会で、「地方銀行におけ

る環境・気候変動問題への取り組み」をテーマに講演をし

ました。 

 

日 本 太陽 エネ ルギ ー学 会（https://www.jses-solar. 

jp/）は、1961年に組織された「日本太陽エネルギー協

会」から発展し、2010年に設立された学会です。太陽エ

ネルギーを始めとした再生可能エネルギーの利用等につい

ての振興と普及啓発を推進しています。 

同学会においては、テーマごとに部会が設置されてお

り、今年度、「地域」をキーワードに再エネの利用を促す

社会的仕組みや適正技術について考えることをテーマとし

た「地域脱炭素部会」が新たに設立されました。 

この度、その設立記念講演会にお招きいただき、「地方

銀行における環境・気候変動問題への取り組み」と題し、

地方銀行における地域の脱炭素化を支援する取り組み事例

を紹介しました。また、会長行として常陽銀行より、同行

の具体的な取り組み事例についてお話をしました。 

 

環境問題や気候変動問題については、当協会としても地

方銀行の取り組みやその開示等を支援する活動を行ってお

り、その一環として、年に１回、①地方銀行全体の取り組

み状況、②個別銀行の主な取り組み事例、③当協会による

地方銀行への取り組み支援活動、④当協会事務局における

環境負荷低減活動をレポートに取りまとめ・公表していま

す。本講演会で紹介した多くの事例を始め、地方銀行の

様々な取り組みを同レポートに掲載していますので、ぜひ

ご覧ください（https://www.chiginkyo.or.jp/

regional̲banks/initiative/environment/）。 

▲ 講演会の様子。全国地方銀行協会 小森企画調査部副部長（上）

と、常陽銀行 経営企画部 東京事務所 篠﨑主任調査役（下）。 

講演や執筆については 

こちらからお問い合わせください 

（メール送信画面が開きます）。 

送信先メールアドレス：souki@po.chiginkyo.or.jp 

日本太陽エネルギー学会  

地域脱炭素部会 設立講演会 

2024年8月27日（火）13:30～17:30 

 ＠東京理科大学 森戸記念館  

【プログラム】 

○地域脱炭素化の論点 
 共生エネルギー社会実装研究所  

○脱炭素に向けた地域の実践と課題 
 千葉県匝瑳市、匝瑳みらい(株)  

○入間市の脱炭素施策と地域連携について 
 埼玉県入間市 

○再生可能エネルギー100%のまちづくり（船橋グラ
ンオアシス）をはじめとしたカーボンニュートラル
達成に向けた大和ハウスグループの取り組み 

 大和ハウス工業(株)  

○脱炭素に向けたJCLPの活動および地域と積水ハウス
のパートナーシップ事例 

 積水ハウス(株)  

○地方銀行における環境・気候変動問題への取り組み 
 (一社)全国地方銀行協会  

クリック or 

https://www.jses-solar.jp/
https://www.jses-solar.jp/
https://www.chiginkyo.or.jp/regional_banks/initiative/environment/
https://www.chiginkyo.or.jp/regional_banks/initiative/environment/
mailto:souki@po.chiginkyo.or.jp


当協会は、より多くの納税者にキャッシュレス納付サービスをご利用いただくため、国税庁や総務省などと

共同で、納税者向けリーフレットを作成しました。キャッシュレス納付は、より便利になって、納税者のみな

さまの暮らしにとけこんでいます。 

具体的なキャッシュレス納付の方法はこちらからご確認ください（https://www.chiginkyo.or.j 

p/assets/leaflet20240902.pdf）。リーフレット全編をご覧いただけます。 

国税も！地方税も！いつでもどこでも簡単納付！  

地銀協レポート Vol.14 2024年9月18日公表  
 

一般社団法人全国地方銀行協会 

〒101-8509 

東京都千代田区内神田3-1-2 

TEL 03-3252-5170 

https://www.chiginkyo.or.jp/ 

地銀協公式X（旧Twitter）でも、地銀界や 

会員銀行の取り組みを紹介しています。 

ぜひフォローしてください！ 

地銀協レポートをお読みいただき 

ありがとうございます。 

ご意見・ご感想をお聞かせください。 
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